
【 まちの将来像１ 】

ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

7



平成30年度施策評価

1

課題
⑤

2

総合保健福祉計画（第２次）に基づき、各相
談支援機関について、14の各エリアにおけ
る周知活動や関係機関との連携強化に取り
組む必要があります。

総合保健福祉計画（第２次）に基づき、ネット
ワークの再編を引き続き進める必要がありま
す。

評価理由（H30年度の主な成果、総合評価に影響を与えた外的な要因等）

　平成30年３月に総合保健福祉計画（第２次）を策定し、包括的支援体制
の推進を掲げました。それまでの７圏域の考え方を見直し、新たに設定し
た14エリア５圏域に対応できるよう、平成30年度に相談支援機関を一部拡
充し、既存の事業所も含め、受託事業者を改めて選定しました。
　併せて、圏域ごとの拠点として整備を進める（仮称）地区保健福祉セン
ターについて、総合保健福祉審議会での検討を重ね、５圏域のうち３圏域
について、市立デイサービスセンター廃止後の建物を活用する方針となり
ました。

　また、地域福祉計画（第３次）に基づき、地域福祉活動の活性化を図る
ため、地域で活動している民生委員・児童委員に対して、研修の実施等
の支援を行うとともに、地区福祉委員会に対しても、茨木市社会福祉協議
会を通じて、補助金の交付や地域集会施設の使用料免除等の支援を行
いました。
　平成30年６月に発生した大阪北部地震では、茨木市社会福祉協議会
に災害ボランティアセンターを設置し、多くのボランティアが被災者の支援
にあたりました。

　市民及び各相談支援機関からの虐待の通報受理、緊急介入、再発防
止等の早期対応を図るとともに、緊急一時保護事業及び成年後見制度利
用支援事業等を実施しました。また、障害者・高齢者虐待防止ネットワー
ク連絡会において、引き続き様々な機関等の連携体制の構築に努めると
ともに、研修会や啓発活動を実施しました。

　以上から、施策の方向性に沿っておおむね順調に進行していると判断
し、総合評価は「B」とします。

課題
①

総合保健福祉計画（第２次）に基づき、（仮
称）地区保健福祉センターを５圏域ごとに整
備するため、具体的な機能の検討が必要で
す。

H30年度末現在の施策の主な課題

課題
②

課題
③

虐待の早期発見及び深刻化を防ぐため、引
き続き関係機関との連携協力体制の充実・
強化が必要です。

２　H30年度末現在の施策の現状と課題

1 総合評価

課題
④

施策内の
取組

（★：重点プ
ラン該当取
組）

地域福祉計画（第３次）と、一体的に策定さ
れた社会福祉協議会地域福祉活動計画（第
２次）との連携を図りながら、引き続き地域福
祉の推進に取り組む必要があります。

１　施策の概要
まちの将来像 1

施策評価シート

5

健康福祉部評価者（部長級）

2 施　策 1-1

相談支援課、障害福祉課

ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

地域福祉を推進する

部　　名

すべての人の権利が守られる地域社会の推進

3

施策の
方向性
（前期基本
計画より）

4 評価者等

補職名・課名

1-1-2

市民との協働による地域福祉の推進

1-1-3

施策関係課

健康福祉部 地域福祉課施策主担当課 －

誰もが地域福祉の担い手となり、相談支援体制を充実することにより、住み慣れた地域で、誰もが人としての
尊厳を持って個性や能力をいかしながら、社会参加ができ、安心していつまでも暮らすことができるまちづくり
を進めます。

★地域における相談支援体制の充実

　Ａ　施策の方向性に沿って順調に進行している。
　Ｂ　施策の方向性に沿っておおむね順調に進行している。
　Ｃ　施策の方向性に沿った進行にやや遅れが生じている。
　Ｄ　施策の方向性に沿った進行に大幅な遅れが生じている。

氏　　名

Ｂ

部　長 北川　友二

1-1-1

8



1

2

３　施策内の取組の評価 ★：重点プラン該当取組

1

2

3

1

2

3

施　策 1-1 地域福祉を推進する

取　組

まちの将来像

1-1-1 市民との協働による地域福祉の推進

1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

　誰もが気軽に福祉活動やボランティア活動に参加できる環境が整い、地域福祉の担い手となっています。

主担当課 部名 健康福祉部 課名 課長名地域福祉課

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

該当なし
内
容

青木　耕司

関係課

4
目　標
（前期基本
計画より）

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ｂ 平成30年３月に策定した地域福祉計画（第３次）に基づき、地域福祉活動の活性化を図るため、
地域で活動している民生委員・児童委員に対して、研修の実施等の支援を行うとともに、地区福
祉委員会に対しても、茨木市社会福祉協議会を通じて、補助金の交付や地域集会施設の使用
料免除等の支援を行いました。
平成30年６月には、大阪北部地震が発生したことを受けて、茨木市社会福祉協議会に災害ボラ
ンティアセンターを設置し、多くのボランティアが被災者の支援にあたりました。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

ボランティアセンターでのボランティア登録者数 人 ↗ 1,380 1,596 1,500(Ｒ1)

民生委員・児童委員への相談件数 件 → 11,563 13,215 12,000(Ｒ1)

地区行動計画を策定している地区福祉委員会数 地区 ↗ 9 9 33(Ｒ5)

取　組 1-1-2 ★地域における相談支援体制の充実

主担当課 部名 健康福祉部 課名 地域福祉課 課長名 青木　耕司

関係課 相談支援課

4
目　標
（前期基本
計画より）

　地域住民をはじめ、地域の福祉団体、事業者等が連携し、誰もが安心して暮らすことができる地域の協力
体制やネットワークが整っています。

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

③安全・安心に暮らせるまちをつくる
内
容
支援を必要とする市民の発見・見守り体制の充実

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ｂ
平成30年３月に策定した総合保健福祉計画（第２次）に基づく包括的支援体制を推進するた
め、いきいきネット相談支援センターの担当小学校区を再編するとともに、地域包括支援セン
ター５か所、障害者相談支援センター３か所の新設分を含めた全事業所の受託事業者を改めて
選定しました。
併せて、圏域ごとの拠点として整備を進める（仮称）地区保健福祉センターについて、総合保健
福祉審議会での検討を重ね、５圏域のうち３圏域について、市立デイサービスセンター廃止後の
建物を活用する方針となりました。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

専門的な相談支援体制 か所 ↗ 27 35 42（Ｒ5)

（仮称）地区保健福祉センター設置数 か所 ↗ 0 0 5（Ｒ5）
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1

2

★：重点プラン該当取組

1

2

3

まちの将来像 1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

施　策 1-1 地域福祉を推進する

取　組 1-1-3 すべての人の権利が守られる地域社会の推進

主担当課 部名 健康福祉部 課名 地域福祉課 課長名 青木　耕司

関係課 相談支援課

4
目　標
（前期基本
計画より）

　高齢者や障害者に対する虐待や人権侵害のない、その人らしい生活を送ることができる地域社会が形成さ
れています。

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

該当なし
内
容

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ｂ
市民及び各種関連機関（障害者相談支援センター・地域包括支援センター・いきいきネット相談
支援センターなど）からの虐待の通報受理、緊急介入、再発防止等の早期対応を図るとともに、
緊急一時保護事業及び成年後見制度利用支援事業等を実施しました。成年後見制度利用支
援事業については、より費用負担が困難な方に助成を行うため、資産要件の設定など一部見直
しを図り、令和元年度より実施することとしました。障害者・高齢者虐待防止ネットワーク連絡会に
おいては、様々な機関等の連携体制の構築に努めるとともに、研修会や啓発活動を実施しまし
た。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

成年後見審判(法定後見)市長申立数 件 ↗ 4 4 5(Ｒ1)

成年後見制度利用支援事業利用者数 人 → 21 34 29(Ｒ1)

虐待相談受理件数 件 ↗ 90 110 100(Ｒ1）
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平成30年度施策評価

1

　Ａ　施策の方向性に沿って順調に進行している。
　Ｂ　施策の方向性に沿っておおむね順調に進行している。
　Ｃ　施策の方向性に沿った進行にやや遅れが生じている。
　Ｄ　施策の方向性に沿った進行に大幅な遅れが生じている。

氏　　名

Ａ

部　長 北川　友二

1-2-1

施策関係課

健康福祉部 地域福祉課施策主担当課 －

元気で活動的な高齢者も社会の支え手の一員となることができるよう体制を整備し、高齢者の社会参加の機
会が充実するなど、地域の活性化を図ります。
高齢者が医療や介護を必要とする状態になっても、住み慣れた地域や住まいで、自立した生活ができる環
境を整備します。

3

施策の
方向性
（前期基本
計画より）

4 評価者等

補職名・課名

1-2-2

★地域活動・社会参加の促進

★地域包括ケアシステム等の推進

2 施　策 1-2

相談支援課、長寿介護課

ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

高齢者への支援を推進する

部　　名

１　施策の概要
まちの将来像 1

施策評価シート

5

健康福祉部評価者（部長級）

地域ケア会議の個別課題解決機能で、個別
課題の解決から地域課題の発見や資源開
発等につなげ、地域力の向上が必要です。

課題
②

課題
③

認知症高齢者が増加していくことから、早期
発見・早期対応の地域づくりのため、積極的
な周知が必要です。

２　H30年度末現在の施策の現状と課題

1 総合評価

課題
④

施策内の
取組

（★：重点プ
ラン該当取
組）

課題
⑤

2

高齢者の生活支援ニーズの多様化に対応
できるよう、高齢者の生活支援体制整備を充
実する必要があります。

既存の地域活動団体の持続的な運営に向
け、地域活動リーダーの育成を積極的に図
る必要があります。

評価理由（H30年度の主な成果、総合評価に影響を与えた外的な要因等）

　高齢者施策全般に渡り、人生100年時代を見据えた持続可能な施
策へと転換を図るため、「高齢者の居場所と出番の創出」という理念を
掲げ、施策の再構築に取り組み、平成27年度より様々な事業に取り
組んできました。介護予防の取組については、住民主体の介護予防
の取組をより一層推進するため、市内のイベントやシニアプラザ出張
講座等を活用し「元気！いばらき体操Ver.３」の普及に取り組み、一
部の商業施設では、毎朝体操が実施されるなど介護予防活動の取組
が一層推進しました。
　「高齢者の居場所」については、いきいき交流広場の利用者数が引
き続き増加し利用者が５万人に到達しました。
　「高齢者の出番」については、高齢者活動支援センターの来館者数
が４万人を維持するなど、高齢者の社会参加の裾野が着実に広がっ
ている様子が窺えます。また、シニアマイスターの登録者数、派遣者
数ともに順調に伸びている他、高齢者いきがいワーカーズ支援事業
で立ち上がった団体の活動件数も伸びており、高齢者の地域活動や
社会参加が大きく促進され、地域の活性化につながっています。
　地域包括ケア推進協議会、在宅医療・介護連携推進連絡会、認知
症地域連携連絡協議会など各種団体の参加を得て、地域包括ケア
システムの推進に取り組んでいます。
　また、地域包括支援センター主催による地域ケア会議を定期的に
開催し、地域力の強化に取り組んでいます。
　以上から、施策の方向性に沿って順調に進行していると判断し、総
合評価は「A」とします。

課題
①

高齢化に伴い年々虚弱高齢者が増加傾向
にあることから更なる介護予防やいきがい支
援への取組が必要です。

H30年度末現在の施策の主な課題
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1

2

３　施策内の取組の評価 ★：重点プラン該当取組

1

2

3

1

2

3

認知症カフェ登録数 か所 ↗ 17 21 30か所（R2)

虚弱高齢者の割合 % ↘ 4.4 4 3.5(R1)

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

地域ケア会議開催数 回 ↗ 44 37 55(R2)

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ｂ
すべての街デイ、コミデイに対し、現地確認とアンケート調査を実施し、明確な課題の抽出ができました。介護予防ご当地体操
である「元気！いばらき体操」については、出前による啓発の他、さくらまつりや立命DAY、茨木フエスティバル等様々なイベン
トを活用し、体操普及会のメンバーと共に広く普及に努めました。また、スポーツ推進課で活躍する運動推進員との連携によ
り、イベントにおける準備体操等の活用についての協力依頼によりさらに広い普及につながりました。医療と介護を必要とする
高齢者が自宅で療養することを周知する「在宅療養ガイド」を作成し、次年度は地域に出向き、在宅療養の周知に努める予定
としています。
地域ケア会議については、「個別課題解決機能」を主たる目的とした地域ケア個別会議を実施し、地域の支援者や専門職の
意識が向上しました。また、地域包括支援ネットワークを形成する役割としても機能し、地域の支援の広がりや継続の成果を果
たしています。今年度は、震災の影響で開催する予定だった地域ケア会議が２件中止となりました。
認知症の人の介護者の負担軽減のため、認知症の人や介護者等が気軽に集う「憩える場」として認知症カフェの取組を推進し
ました。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

関係課 地域福祉課、相談支援課

4
目　標
（前期基本
計画より）

　地域包括支援センター等が中心となり、地域における相談や支え合い体制が充実しています。健康づくり
や見守り、生活支援、介護サービスが切れ目なく提供され、また、在宅医療と介護の連携が推進されるなど、
高齢者が安心して住み続けることができる環境が整っています。

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

①若い世代に選ばれ、高齢者がいき
いきと活動できるまちをつくる

内
容
住み慣れた地域で自立した生活ができる環境の推進

取　組 1-2-2 ★地域包括ケアシステム等の推進

主担当課 部名 健康福祉部 課名 長寿介護課 課長名 重留　睦美

シニアいきいき活動ポイント事業の活動登録者数 人 ↗ 702 700 750（R1）

いきいき交流広場の参加者数 人 ↗ 46,894 50,400 52,000（R1）

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

街かどデイハウス・コミュニティデイハウスの利用者
数

人 ↗ 53,694 53,723 54,000（R1）

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ａ 　「高齢者の居場所」については、いきいき交流広場の開設数や利用者数が引き続き増加して
います。「高齢者の出番」の創出については、高齢者活動支援センターにおける高齢者の活動
支援や生活支援コーディネーターの活動によって、シニアマイスター登録事業の派遣件数が増
加したことや、「新たな」出番の創出へ向け市内商業施設との協議が開始されるなど、高齢者の
地域活動や社会参加が促進されました。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

①若い世代に選ばれ、高齢者がいき
いきと活動できるまちをつくる

内
容

知識・技能をいかした高齢者の地域活動参加促進、
高齢者相互、多世代交流など生きがいづくり、
高齢者の居場所と出番の創出

青木　耕司

関係課

4
目　標
（前期基本
計画より）

　行政や関係団体等が連携を図りながら、高齢者が地域において、いきいきと暮らすことができるよう、ボラン
ティア活動の支援等、生きがいづくりや社会参加の機会の充実が図られています。

主担当課 部名 健康福祉部 課名 課長名地域福祉課

施　策 1-2 高齢者への支援を推進する

取　組

まちの将来像

1-2-1 ★地域活動・社会参加の促進

1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち
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平成30年度施策評価

1

　Ａ　施策の方向性に沿って順調に進行している。
　Ｂ　施策の方向性に沿っておおむね順調に進行している。
　Ｃ　施策の方向性に沿った進行にやや遅れが生じている。
　Ｄ　施策の方向性に沿った進行に大幅な遅れが生じている。

氏　　名

Ａ

部　長 北川　友二

1-3-1

施策関係課

健康福祉部 障害福祉課施策主担当課 －

障害福祉サービスの充実や雇用・社会参加を進めることで、障害を正しく理解し、支え合い、誰もが地域社
会で自立して安心して生活できる共生社会の構築を進めます。

障害者の雇用・就労対策の促進

障害者の社会活動への参加促進

3

施策の
方向性
（前期基本
計画より）

4 評価者等

補職名・課名

1-3-2

障害福祉サービスの充実

1-3-3

2 施　策 1-3

相談支援課、保険年金課、福祉指導監査課

ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

障害者への支援を推進する

部　　名

１　施策の概要
まちの将来像 1

施策評価シート

5

健康福祉部評価者（部長級）

障害者就労施設の平均月額工賃額が、横
ばいが続いていることから、引き続き工賃向
上に向けた対策を講じる必要がある。

課題
②

課題
③

マニュアルを作成したことにより、支援をする
側と受ける人とが、職種や雇用条件等の方
向性を共有できるようになった。今後は、本
人の希望と企業の求める条件とのマッチング
が課題となる。

２　H30年度末現在の施策の現状と課題

1 総合評価

課題
④

施策内の
取組

（★：重点プ
ラン該当取
組）

課題
⑤

2

合理的配慮の提供については、引き続き市
内事業者の理解を得られるよう、関係課と連
携を図りながら積極的な周知等に取り組む
必要がある。

相談支援事業者が増えることにより、障害者等
が身近な地域で安心して相談できるよう、基幹
相談支援センターとの適切な役割分担を行
い、相談支援事業者へのバックアップを実施
し、相談支援体制の強化を図る必要がある。

評価理由（H30年度の主な成果、総合評価に影響を与えた外的な要因等）

　 「障害のある人もない人も共に生きるまちづくり条例」を制定し、市民や
事業者に対し、リーフレットの配付や講演会の実施等により周知・啓発を
行い障害者の社会参加の促進に取り組みました。また、市内事業者にお
ける合理的配慮の提供を支援する助成事業を実施し、一定の取り組みが
されたことで、誰もが住みやすいまちづくりの推進に寄与しました。さらに、
重度障害者タクシー料金助成事業の対象者を住宅型有料老人ホームの
居住者にも拡充し、社会参加の促進に取り組みました。

  障害福祉サービスの充実に関しては、障害者が地域で自立した生活を
送るため、基幹相談支援センターを中心とした相談支援体制の整備を行
いました。
　福祉医療制度については、重度の精神障害者や難病患者にも対象者
を拡充しました。また、自動償還払いシステムを本格稼働させ、月額上限
額を超える医療費の返還手続きを簡略化し、市民サービスの向上を図り
ました。

　障害者の雇用・就労対策の促進に関しては、障害者就労支援センター
かしの木園及びスマイルオフィスによる障害福祉サービス事業所の自主
製品の販売について、庁内での販売機会を拡充するとともに、イベント等
を活用した庁外での販売を実施し、工賃向上に努めました。
　また、庁内職場実習やスマイルオフィス事業の実施により、障害者の就
労意欲の高揚や技能の向上を図るとともに、一般就労にも繋げることがで
きました。平成30年度には、個々の特性や適性に応じた段階的な支援を
行うため、新たにマニュアルを作成し、各段階での評価・判定から支援の
決定までを体系的に行える体制を構築しました。
　以上のことから、「Ａ」評価といたしました。

課題
①

市民や事業者への条例の周知や理解促進
が十分に進んでおらず、多くの人に興味・関
心を持っていただけるよう、啓発の手法を検
討していく必要がある。

H30年度末現在の施策の主な課題
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1

2

３　施策内の取組の評価 ★：重点プラン該当取組

1

2

3

1

2

3

スマイルオフィス利用者の就職率 ％ ↗ 50 43 67(R1)

障害者就労施設の平均月額工賃額 円 ↗ 13,204 13,342 14,490（R2）

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

障害者就労支援施設から一般就労への移行者数 人 ↗ 39 47 48（R2）

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ｂ
障害者就労支援センターかしの木園及びスマイルオフィスによる障害福祉サービス事業所の自
主製品の販売については、庁内での販売を平成30年10月より月２回から毎週の実施に拡充す
るとともに、イベント等を活用した庁外での販売を実施することで、障害者の就労に対する理解
促進と工賃向上に努めました。
就労自立に向け、個々の特性や適性に応じた、庁内職場実習からスマイルオフィスまでの段階
的な支援を行うため、新たにマニュアルを作成し、各段階においた評価・判定から支援の決定ま
でを体系的に行える体制を構築しました。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

関係課 相談支援課

4
目　標
（前期基本
計画より）

　障害のある人がいきいきと働き、力を発揮できる就労支援の体制が整っています。

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

該当なし
内
容

取　組 1-3-2 障害者の雇用・就労対策の促進

主担当課 部名 健康福祉部 課名 障害福祉課 課長名 河原　勝利

障害者相談支援事業の相談件数 件 ↗ 38,806 31,196 40,000(R1）

地域生活支援事業の支給決定数 人 ↗ 1,274 1,301 1,329(R1)

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

自立支援給付事業の支給決定数 人 ↗ 1,853 2,000 2,159(R1)

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ａ 　障害者が地域で自立した生活を送るためには、より身近な地域での対応が必要となるため、基
幹相談支援センターと障害者相談支援センターとの適切な役割分担のもと、連携を図りながら
相談・支援を行いました。
　福祉医療制度については、重度の精神障害者や難病患者にも対象者を拡充しました。また、
自動償還払いのシステムを平成30年７月から本格稼働させ、月額上限額（3,000円）を超える医
療費（平成30年４月診療分から）の返還手続きを簡略化し、市民サービスの向上を図りました。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

該当なし
内
容

河原　勝利

関係課 相談支援課、保険年金課、福祉指導監査課

4
目　標
（前期基本
計画より）

　どの地域においても、障害種別や程度にかかわらず一人ひとりの必要性に応じた障害福祉サービス等が
利用できています。

主担当課 部名 健康福祉部 課名 課長名障害福祉課

施　策 1-3 障害者への支援を推進する

取　組

まちの将来像

1-3-1 障害福祉サービスの充実

1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち
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1

2

★：重点プラン該当取組

1

2

3

重度障害者福祉タクシー利用助成件数 件 ↗ 2,562 2,629 2,709（R1）

合理的配慮提供支援助成金助成件数 件 ↗ ― 33 35（R1）

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

障害者社会参加促進事業利用件数 件 ↗ 12 11 12（R1）

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ａ 「障害のある人もない人も共に生きるまちづくり条例」の施行を受け、市民や事業者に対し、条例
の内容や障害を理由とする差別の解消、合理的配慮の提供等について、リーフレットの配付や
講演会の実施等により周知・啓発を行いました。また、障害者社会参加促進事業を継続するとと
もに、新たに、障害者差別解消のため、市内事業者における合理的配慮が推進されるよう助成
金を交付し事業を実施しました。さらに、重度障害者タクシー料金助成事業の対象者を住宅型
有料老人ホーム等の居住者にも拡充し、社会参加の促進に取り組みました。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

関係課

4
目　標
（前期基本
計画より）

　障害者が自分らしく生きがいを感じられる社会活動への参加の機会が充実しています。

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

該当なし
内
容

取　組 1-3-3 障害者の社会活動への参加促進

主担当課 部名 健康福祉部 課名 障害福祉課 課長名 河原　勝利

まちの将来像 1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

施　策 1-3 障害者への支援を推進する
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平成30年度施策評価

1

課題
⑤

2

実施した調査により、保護受給者世帯の子
どもの多くが、健全な生活習慣が確立されて
いないことが示されました。適切な生活習慣
を身に付けるため、食育・健康増進に関する
支援を行う必要があります。

生活習慣病を抱える保護受給者について、
健康改善のため自らの行動を変えることが難
しい者が多く、生活習慣病の重症化予防、
食生活の改善に向けて、個別継続的にきめ
細やかな支援を行うことが必要です。

評価理由（H30年度の主な成果、総合評価に影響を与えた外的な要因等）

　生活保護制度について、全国的には保護受給世帯は減少傾向に
歯止めがかかり、おおむね横ばいで推移しているが、本市について
は継続して減少しています。扶助費についても保護世帯数の減少に
加え、生活保護制度の適正実施の推進、医療費の適正化や自立支
援策の推進等によりH26年をピークに減少が続いています。さらなる
健康管理支援施策として、生活習慣病の重症化予防、食育支援につ
いての新事業の実施に向け、事業計画を策定し、支援体制の推進を
揚げました。
　生活困窮者自立支援事業の利用促進に向けて、民生委員児童委
員協議会の地区定例会において制度概要の説明や周知に努めたこ
とで、相談件数の増加につながりました。
　生活困窮者の自立に向けた効果的な相談支援ができるよう、支援
調整会議において自立相談支援員、就労準備支援員、家計改善支
援員による「自立支援計画（プラン）」内容の検討を行いました。また、
事業実施にかかるマニュアルの作成や就労準備支援事業を利用する
対象者の評価項目を定めるなど、当事業の安定的かつ効果的な運
営に努めました。

以上から、施策の方向性に沿って順調に進行していると判断し、総合
評価は「A」とします。

課題
①

就労支援事業参加率が国の定める目標値
（平成30年度60%）を下回っています。稼働
年齢層の被保護者の稼働能力及び指導方
針の管理を強化し、数値の精査を図る必要
があります。

H30年度末現在の施策の主な課題

課題
②

課題
③

相談件数は増加傾向にありますが、相談員
の人数が少なく、対象者の困りごとの整理や
ニーズ把握に時間がとられ充分な対応がで
きていないことから、目標プラン件数の達成
には、相談員の増員が必要です。

２　H30年度末現在の施策の現状と課題

1 総合評価

課題
④

施策内の
取組

（★：重点プ
ラン該当取
組）

困窮者が抱える課題や自立に向けた支援の
方向性の「見える化」を図るため、支援プラン
の作成を推進する必要があります。

１　施策の概要
まちの将来像 1

施策評価シート

5

健康福祉部評価者（部長級）

2 施　策 1-4

生活福祉課

ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

生活困窮者への支援を推進する

部　　名

3

施策の
方向性
（前期基本
計画より）

4 評価者等

補職名・課名

1-4-2

生活保護制度の適正実施

施策関係課

健康福祉部 相談支援課施策主担当課 －

生活に困窮する市民に対し、さまざまなサービスを適切に提供するとともに、困窮状態から自立が図られ、誰
もが安心して生活ができるまちづくりを進めます。

生活困窮者への自立の支援

　Ａ　施策の方向性に沿って順調に進行している。
　Ｂ　施策の方向性に沿っておおむね順調に進行している。
　Ｃ　施策の方向性に沿った進行にやや遅れが生じている。
　Ｄ　施策の方向性に沿った進行に大幅な遅れが生じている。

氏　　名

Ａ

部　長 北川　友二

1-4-1
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1

2

３　施策内の取組の評価 ★：重点プラン該当取組

1

2

3

1

2

3

施　策 1-4 生活困窮者への支援を推進する

取　組

まちの将来像

1-4-1 生活保護制度の適正実施

1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

　真に支援が必要とされる市民に保護が実施されるとともに、被保護世帯が安心して生活ができるよう、また
自立できるようさまざまな支援が図られています。

主担当課 部名 健康福祉部 課名 課長名生活福祉課

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

該当なし
内
容

澤田　信一

関係課

4
目　標
（前期基本
計画より）

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ａ
全国的には保護受給世帯はおおむね横ばいで推移しているが、本市については平成31年３月
の受給世帯数は2,670世帯で、平成30年３月（2,768世帯）から98世帯減少しました。扶助費につ
いては保護世帯数の減少に加え、生活保護制度の適正実施の推進、医療費の適正化や自立
支援策の推進等により1億2000万円減少しました。
また６月に発生した大阪北部地震により、住居が被災したケースが多く発生しました。その結果、
扶助費の対前年度比が生活扶助額91.3％に比して、同住宅扶助額96.8％となり、地震の影響
で転居等の住宅扶助の需要が例年より高まりました。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

就労支援事業等への就労可能な者の参加率 ％ ↗ 20 33 65（R1）

生活保護受給者の健康増進検診の受診率（40～
74歳）

％ ↗ 4 4 6（R1)

％

取　組 1-4-2 生活困窮者への自立の支援

主担当課 部名 健康福祉部 課名 相談支援課 課長名 竹下　綾子

関係課

4
目　標
（前期基本
計画より）

　生活に困窮している市民が、いつでも相談ができ、必要な支援を受けることで困窮状態からの自立が図ら
れています。

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

該当なし
内
容

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ｂ 民生委員児童委員協議会の地区定例会において、制度全般と就労支援の取組について周知
を図り、制度利用の促進に努めました。また、自立相談支援・就労準備支援・家計改善支援事
業の各支援員が参画する支援調整会議の充実を図り、包括的な相談支援を実施しました。
また、事業実施にかかるマニュアルの作成や就労準備支援事業を利用する対象者の評価項目
を定めるなど、当事業の安定的かつ効果的な運営に努めました。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

生活困窮者自立相談支援事業における相談件数 件 ↗ 404 459 540（R1)

生活困窮者自立相談支援事業におけるプラン作
成件数

件 ↗ 110 99 270（R1)

学習・生活支援事業参加率 ％ → 57 95 95（R1)
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平成30年度施策評価

1

課題
⑤

2

定期接種化が予定されるワクチンや現行の
定期接種ワクチンの供給状況等について、
今後の動向を注視した上、関係機関等と連
携し、適切に対応する必要があります。

母子保健・子育て支援の両施策の一体的な
サービス提供体制の更なる充実を図り、ワン
ストップの相談支援体制を推進する必要が
あります。

評価理由（H30年度の主な成果、総合評価に影響を与えた外的な要因等）

①がん検診の受診率については、平成27年度まで少しずつ増加傾向であり、平成28年度に受診勧奨策
の一つである無料クーポン券が国の補助金対象範囲縮小の影響等により、受診率は低下したものの、対
象者のパターン別分類等により、乳がん検診・子宮がん検診の受診率は徐々に回復傾向にあります。
また、がんになるリスクを知り、予防を図る「胃がんリスク検診」は、平成26年度から対象に70歳を加え、平
成30年度に30・35歳を拡充し、受診者数は増加し、一定の効果があがっています。

特定健診については、平成27年度以降、健診結果等のデータに基づいたデータ分析により、ＰＤＣＡサイ
クルを活用して効率的・効果的な保健事業の推進を図ってきました。
本市における最大の課題は受診率向上であり、データを活用したパターン別分類や勧奨数の調整など、
特定健診受診率向上に向けた取組を試行錯誤しながら行ってきていますが、平成29年度実績において
は、30％程度で横ばいが続いています。平成30年度実績は未確定の状況です。

②予防接種については、平成28年10月から定期接種に位置づけられたＢ型肝炎ワクチン予防接種の適
切かつ円滑な事務執行及び市民への周知・啓発に努めました。また、平成28年度のＭＲ（麻しん風しん
混合）ワクチン供給量の偏在、平成29年度の季節性インフルエンザワクチンの供給の遅れ等について関
係機関と連携し、接種率の向上に努めました。平成30年度には、風しんの流行等を受け、「風しんワクチ
ン等接種費用助成事業」の拡充を実施することで感染症予防対策を図るとともに、国による「風しんの追
加的対策」に伴う風しんワクチン定期接種について、関係機関と連携し、実施体制の構築に努めました。
　
③母子保健については、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援を推進するために関係課と連携
を図り、平成29年度に子育て世代包括支援センターを設置し、母子保健、子育て支援両施策の一体的
なサービス提供体制を推進するためワンストップ相談支援体制の充実に努めました。また、乳幼児健診未
受診者対応、思春期保健教育等に努めるとともに、関係機関等と連携し保健師地区活動の推進に努め
ました。

④電子たばこも含めた受動喫煙防止、喫煙防止の啓発を進めるとともに、自殺対策計画策定に向け、
ネットワーク連絡会等を経て茨木市いのち支える自殺対策計画を策定しました。

⑤引き続き保健医療センター附属急病診療所及び高槻島本夜間休日応急診療所における初期救急、
三島二次医療圏内の二次医療救急機関に対する補助金制度、三次救急を担う大阪府三島救命救急セ
ンターに対する運営補助制度を実施するとともに、市内小児二次救急医療を受け持つ医療機関に対し
報償金制度を実施することにより、特に受入体制の確保が困難な小児二次救急受入体制の安定的な確
保に努めました。

　以上から、施策の方向性に沿っておおむね順調に進行していると判断し、総合評価は「Ｂ」とします。

課題
①

主体的な健康行動の実践や、特定健診等の
受診率向上に向け、健康無関心層が健康情
報に関心を示すような取組の検討が必要で
す。

H30年度末現在の施策の主な課題

課題
②

課題
③

地域医療資源調査分析により抽出された本
市の医療提供体制の課題と施策の方向性を
共有し、方向性に沿った事業展開を図る必
要があります。

２　H30年度末現在の施策の現状と課題

1 総合評価

課題
④

施策内の
取組

（★：重点プ
ラン該当取
組）

たばこ対策については、改正健康増進法や
府の条例に基づき、受動喫煙防止対策をさ
らに進める必要があります。自殺対策につい
ては計画に基づき、人材育成や啓発を推進
する必要があります。

１　施策の概要
まちの将来像 1

施策評価シート

5 1-5-4

健康福祉部評価者（部長級）

2 施　策 1-5

子育て支援課

ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

健康づくりや地域医療を充実する

部　　名

感染症予防対策の推進

3

施策の
方向性
（前期基本
計画より）

4 評価者等

補職名・課名

1-5-2

★健康づくりの推進

1-5-3

施策関係課

健康福祉部 保健医療課施策主担当課 －

地域住民の健康保持・増進及び疾病予防を図る地域医療の充実に向け、地区担当制による保健活動の推
進などを積極的に展開し、市として取り組むべき医療・保健・食育施策を推進します。
地域で安心して暮らせるまちをめざし、救急医療体制の充実を図るとともに、すべての市民が自ら地域との連
携協力により健康づくりに取り組みます。

★母子保健サービスの充実

★救急医療体制の充実

　Ａ　施策の方向性に沿って順調に進行している。
　Ｂ　施策の方向性に沿っておおむね順調に進行している。
　Ｃ　施策の方向性に沿った進行にやや遅れが生じている。
　Ｄ　施策の方向性に沿った進行に大幅な遅れが生じている。

氏　　名

Ｂ

理　事 北逵　和雄

1-5-1
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1

2

３　施策内の取組の評価 ★：重点プラン該当取組

1

2

3

1

2

3

施　策 1-5 健康づくりや地域医療を充実する

取　組

まちの将来像

1-5-1 ★健康づくりの推進

1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

　市民一人ひとりが健康意識を高め、運動習慣や栄養バランスの良い食事など望ましい生活習慣を身につ
けるとともに、定期的に健（検）診を受診することにより、健康寿命が延伸しています。

主担当課 部名 健康福祉部 課名 課長名保健医療課

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

①若い世代に選ばれ、高齢者がいき
いきと活動できるまちをつくる

内
容

保健指導等による生活習慣病予防

河崎　一彦

関係課

4
目　標
（前期基本
計画より）

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ｂ
　平成30年度は前年度に比べ、胃がん検診と乳がん検診の受診者数が減少したため、新たに胃がん検診対象者と乳がん検
診のクーポン券発送者への勧奨を行いました。勧奨に使用するハガキは、くじがついているお年玉付き年賀はがきを活用する
など、勧奨内容の改善に努めました。
　また、令和元年度から健診受診に必要な受診券等を一体化して送付することを開始するため、がん検診等を受診する際に
必要なお知らせハガキを統合し茨木市健診チケットに改善するとともに特定健診受診券も一体化することができました。
　特定健診受診後の生活習慣病予防対策として、特定保健指導の質の向上と重症化予防の取組に努めました。
　たばこ対策について民間事業所や大学の受動喫煙防止を進めました。自殺対策計画策定に向け、全課に自殺対策の視点
での事業取組の意識付けを行うとともに、ネットワーク連絡会等を経て計画を策定しました。若い世代や働く世代など健康づくり
に無関心な層へのアプローチとして、若年健診時の保健指導やインセンティブを活用した取組について検討し事業化を図りま
した。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

市国保加入者に対する特定健診受診率 % ↗ 30.3 集計中 35.9（R5）

市国保加入者に対する特定保健指導実施率 % ↗ 58.5 集計中 60.0（R5）

胃がんリスク検診受診者数 人 ↗ 2,269 3,453 －

取　組 1-5-2 ★母子保健サービスの充実

主担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 課長名 河崎　一彦

関係課 （子育て支援課）

4
目　標
（前期基本
計画より）

　質の高い母子保健サービスの提供や地域での支え合いにより、安心して子どもを産み育てることができる
環境が整っています。

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

①若い世代に選ばれ、高齢者がいき
いきと活動できるまちをつくる

内
容

質の高い母子保健サービスの提供

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ｂ
乳幼児健診の受診率は横ばいとなっています。未受診時の対応については、例年通り府ガイドライン
に沿って、所属の確認や受診勧奨、保健師による訪問等早期の対応に努めました。子育て世代包括
支援センターとしては、専任保健師に加えて専任助産師を配置し、個別の支援計画、支援台帳に基
づき、妊娠期から出産直後の支援の充実に努め、必要に応じて地区担当保健師や子育てサービスに
つなげて支援の充実に努めました。また、利用者支援事業（基本型）と連携を図り子育て分野とも一体
的な支援の提供に努め、妊娠・出産期の支援ニーズ等をもとに妊婦交流会の開催、パパ＆ママクラス
における相談窓口の設置等を行いました。思春期保健教育については、ローズWAMと連携し、小・中
学校においてモデル的に人権課題を含めた出前型の講座を開催しました。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

乳幼児健診（集団健診）の受診率 ％ ↗ 97.4 97.4 100（H30）

妊娠12週未満までの妊娠届出率 ％ ↗ 96.8 96.7 97.5（H30）
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1

2

★：重点プラン該当取組

1

2

3

1

2

3

まちの将来像 1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

施　策 1-5 健康づくりや地域医療を充実する

取　組 1-5-3 感染症予防対策の推進

主担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 課長名 河崎　一彦

関係課

4
目　標
（前期基本
計画より）

　市民一人ひとりが正しい知識を持ち、必要な準備を進め、適切に対応できる状態になっています。

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

該当なし
内
容

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ｂ 　風しんや麻しんの流行を受け、感染予防等を目的に「風しんワクチン等接種費用助成事業」の
対象者を拡充するとともに、市医師会等の関係機関と連携し、市民への周知・啓発に努めまし
た。国による「風しんの追加的対策」に伴う風しんワクチン定期接種の実施に向けて、迅速な準
備を図りました。ａ：順調に進行

ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

ＭＲ（麻しん風しん混合）第２期の接種率 ％ ↗ 93 94 95％以上（H30）

ＭＲ（麻しん風しん混合）第１期の接種率 ％ ↗ 95 101 95％以上（H30）

４種混合（百日せき・ジフテリア・破傷風・ポリオ）の
接種率

％ → 99 101 95％以上（H30）

取　組 1-5-4 ★救急医療体制の充実

主担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 課長名 河崎　一彦

関係課

4
目　標
（前期基本
計画より）

　関係機関相互の連携協力により、市内医療機関への救急搬送率が高まるなど、市内医療体制が確保され
ています。

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

①若い世代に選ばれ、高齢者がいき
いきと活動できるまちをつくる

内
容

市内医療体制の確保

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ｂ 　保健医療センター附属急病診療所及び高槻島本夜間休日応急診療所における初期救急の
実施、三島二次医療圏の二次救急医療を行う機関に対する補助金制度の実施、市内で小児二
次救急医療を行う機関に対する報償金制度の実施と救急搬送状況の把握、三次救急を担う大
阪府三島救命救急センター運営のほか三島医療圏における総合的な救急医療体制確保の取
組に関する三市一町・医療関係者等との連絡調整業務など、救急医療を中心とした医療体制の
確保に努めました。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

二次救急病院患者受入数 人 → 12,176 11,492
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平成30年度施策評価

1

　Ａ　施策の方向性に沿って順調に進行している。
　Ｂ　施策の方向性に沿っておおむね順調に進行している。
　Ｃ　施策の方向性に沿った進行にやや遅れが生じている。
　Ｄ　施策の方向性に沿った進行に大幅な遅れが生じている。

氏　　名

Ｂ

北逵　和雄

1-6-1

施策関係課

健康福祉部 保険年金課施策主担当課 －

社会保険制度の趣旨を踏まえ、すべての世代が相互に支え合い、健やかに暮らすことのできる仕組みを維
持するために、健全で安定した財政運営に努め、市民の安心を確保していくことに努めます。

後期高齢者医療制度の安定的な運営

3

施策の
方向性
（前期基本
計画より）

4 評価者等

補職名・課名

1-6-2

介護保険制度の安定的な運営

1-6-3

2 施　策 1-6

保健医療課、長寿介護課、福祉指導監査課

ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

社会保険制度を安定的に運営する

部　　名

理事

１　施策の概要
まちの将来像 1

施策評価シート

5 1-6-4

健康福祉部評価者（部長級）

国民健康保険制度の安定的な運営

後期高齢者医療は、現年度分収納率が高
いため、全体収納率は99％を維持していま
すが、被保険者数の増加に対応するため、
新たな収納率向上の取組が必要です。

国民年金は、年金生活者支援給付金等の
新制度への対応や国民年金パッケージシス
テムの導入時の円滑な運用への準備が必要
です。

２　H30年度末現在の施策の現状と課題

1 総合評価

課題
④

施策内の
取組

（★：重点プ
ラン該当取
組）

課題
⑤

国民年金制度の普及・啓発

2

介護保険は、介護予防・日常生活支援総合
事業を含めた介護予防強化に向けた取り組
みが必要です。

国民健康保険は、国民健康保険広域化の
適正実施を図るため、引き続き収納率向上、
医療費適正化の取り組みに努める必要があ
ります。

評価理由（H30年度の主な成果、総合評価に影響を与えた外的な要因等）

　介護保険制度は、収納率、保険給付費ともに概ね適正に推移した
ことから、平成30年度からの第７期における保険料は、府内で２番目
に低く設定できています。平成28年度からは全国に先駆け、介護予
防・日常生活支援総合事業を実施するなど、介護予防の強化に取り
組みました。
　国民健康保険制度は、平成30年度から制度運営の安定化を目的と
した国民健康保険広域化が開始となり、適正な実施に努めました。
コールセンターによる納付勧奨実施、平成29年度から高額滞納者へ
の滞納処分強化により、収納率が向上しました。府内平均を下回って
いた一人当たり医療費は、70歳以上の被保険者の増加に伴い増加し
ていますが、レセプト点検の強化等の実施により、府内順位が平成29
年度16位に改善しています。特定健診については、平成27年度から
データヘルス計画策定、勧奨ハガキの送付等を実施していますが、
受診率は低い状態にあります。
　後期高齢者医療制度は、平成20年度開始以来、制度は定着してい
ます。被保険者数の増加による医療費の増大に伴い、制度運営のた
めの公費負担と若年層からの支援金が増加を続けていますが、99％
を超える高い収納率を維持しています。
　国民年金制度は、平成29年度から社会保険労務士による予約制障
害年金相談、平成30年度から社会保険労務士会への窓口業務の一
部委託及び予約制障害年金相談の拡充を実施し、年金相談の質の
向上と窓口業務の負担軽減を図りました。国民年金オンラインシステ
ムについては、令和元年度1月のパッケージシステムへの移行に向け
て、順調に準備を進めています。
　以上から、施策の方向性に沿って、個々の取り組み目標を達成でき
たと判断し、総合評価は「Ｂ」とします。

課題
①

介護・国保・後期各保険料収納率向上により
負担の公平性を図る必要があります。

H30年度末現在の施策の主な課題

課題
②

課題
③
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1

2

３　施策内の取組の評価 ★：重点プラン該当取組

1

2

3

1

2

3

市国保加入者の特定健康診査受診率 ％ ↗ 30.3 集計中 35.9（R5）

国民健康保険被保険者一人当たりの医療費 円 ↘ 383,982 397,873 407,947以下(R1)

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

国民健康保険収納率 ％ ↗ 75.89 76.27 77（R1）

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ｂ 　収納率向上を図るため、コールセンターによる早期納付勧奨や滞納整理方針検討会議等によ
る債権管理の強化や、医療費適正化を図るため、柔道整復療養費における内容点検の強化等
を引き続き実施しました。その結果、収納率は前年より向上しましたが、1人当たり医療費は70歳
以上の被保険者の増加により増額となりました。さらに、特定健康診査受診率向上を図るため、
受診勧奨の強化とともに、大阪府が開発を行う「特定健診受診率向上プログラム」にモデル市と
して参画しました。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

関係課 保健医療課

4
目　標
（前期基本
計画より）

　給付の適正化や保険料収納率の向上により、負担の公平性が図られ、事業運営が安定化・健全化し、国
民皆保険制度の基盤としての役割を果たしています。

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

該当なし
内
容

取　組 1-6-2 国民健康保険制度の安定的な運営

主担当課 部名 健康福祉部 課名 保険年金課 課長名 今西　雅子

ケアプラン点検（個別面談） 件 → 38 218 250（R1)

要介護認定率 ％

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

→ 16.7 16.7 16.8（R1)

4
目　標
（前期基本
計画より）

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ｂ
総合事業における訪問型サービスＡの事業所及びサービス量を拡充し、生活支援サービスの多
様化に努めました。事業所への指導の面では、サービス事業所を対象に、サービスの質の向上
及び給付の適正化に向けた集団指導を、ケアマネジャーに対しては、自立支援型ケアプランの
作成を促進すため、個別面談によるケアプラン点検を実施しました。
また、市医師会の協力を得て、長寿介護課に医療と介護連携のため相談窓口を設置しました。
さらに市民向けの「在宅療養ガイド」を作成しましたので、次年度出前講座等により広く在宅療養
の周知に努めます。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標

99.4（R1）

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

該当なし
内
容

単位
めざす
方向性

介護保険料収納率 ％ ↗ 99.3 99.3

福祉指導監査課

　介護保険制度が健全に運営されているとともに、質の高い介護サービスが、安定的に提供されています。

重留　睦美

ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

主担当課 部名 健康福祉部 課名 課長名長寿介護課

関係課

施　策 1-6 社会保険制度を安定的に運営する

取　組

まちの将来像

1-6-1 介護保険制度の安定的な運営

1
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1

2

★：重点プラン該当取組

1

2

3

1

2

3

   

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

年金相談実施状況 件 ↗ 25,229 22,414 22,500(R1)

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ａ 　日本年金機構による個人番号制度の活用により、転入時の届出が原則不要となったことから、
窓口での年金相談実施件数は減少しましたが、年金制度は年々複雑化、専門化しているため、
今年度から一部、社会保険労務士会への窓口業務委託を実施し、予約制障害年金相談につい
ては、月２回から３回に増やし、窓口業務の負担軽減と質の向上を図っています。
　国民年金オンラインシステムについては、来年度のパッケージシステムへの移行が決まり、順
調に準備を進めています。

ａ：順調に進行
ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

関係課

4
目　標
（前期基本
計画より）

　日本年金機構との協力連携を通じて、制度の普及・啓発に努め、20歳以上市民の加入漏れ・届け出漏れ
がなくなるとともに、保険料納付率も向上しています。

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

該当なし
内
容

取　組 1-6-4 国民年金制度の普及・啓発

主担当課 部名 健康福祉部 課名 保険年金課 課長名 今西　雅子

   

実績値
目標値（年度）

H29年度 H30年度

後期高齢者医療保険料収納率 ％ ↗ 99.24 99.36 99.40（R1）

6
H30年度末
現在の取組
の現状

取組の評価 評価理由（H30年度の取組内容と成果、影響を与えた外的な要因等）

ｂ 　平成20年度開始以来、制度は定着していますが、被保険者数の増加による医療費の増大に
伴い、制度運営のための公費負担と若年層からの支援金が増加を続けています。
　また、徴収率について府内で上位に位置していますが、被保険者数の増加に対応するため、
新たな収納率向上の取組が必要です。ａ：順調に進行

ｂ：おおむね順調に進行
ｃ：進行にやや遅れ
ｄ：進行に大幅な遅れ

参考指標 単位
めざす
方向性

関係課

4
目　標
（前期基本
計画より）

　運営主体である大阪府後期高齢者医療広域連合と連携して、安定的な制度運営が図られています。

5

該当する
重点プラン
（前期基本
計画より）

該当なし
内
容

取　組 1-6-3 後期高齢者医療制度の安定的な運営

主担当課 部名 健康福祉部 課名 保険年金課 課長名 今西　雅子

まちの将来像 1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

施　策 1-6 社会保険制度を安定的に運営する
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